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Ⅰ 大学が行うサービスに関する目標を達成するためにとるべき措置 
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１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）学生の受け入れに関する具体的方策 

［学士課程］ 

（県内外からの学生の受け入れ） 

１）学生の受け入れに関する大学方針の周知 

○ 教育の方針と実践及び成果に関して各種メディアを通じて広報し、周知徹底

を図る。 

○ システム科学技術学部においては７月及び１０月、生物資源科学部において

は８月及び１０月に高校生への大学生活の模擬体験機会を提供し、各学部内

にオープン・キャンパス実行機関を設置し、開催内容に工夫を凝らすととも

に、４月から７月まで、県教委との懇談会・高校訪問・進学ガイダンス等の

機会をとらえて日程及び開催概要を周知徹底する。 

○ 両学部において、４月から７月までに秋田県内で開催される大学説明会に４

回参加するほか、６月に仙台においてプロジェクト４Ａ大学説明会を共催す

る。生物資源科学部において、９月に東京及び名古屋での大学説明会を農学

系大学連合と共催する。また、システム科学技術学部において、次年度以降

の施策として、他の工学系大学と連携しての進学説明会の主催を検討する。

なお、県内高校への働きかけや、高校単位で行われる大学説明会にも積極的

に参加する。 

 

２）学生の受け入れのための具体的措置 

○ 県内外５箇所の試験場で実施しているが、引き続き入学者一般選抜における

出願者及び合格者の出身地域と試験場選択の関連を整理し、昨年度整理分の

データに積上げ、より効果的な試験地のあり方を検討する。 

○ 特待生制度の高等学校等への一層の周知に努める。また、昨年度の制度改正

による運用を着実に行うとともに、その結果について検証する。 

○ ５種類の推薦入学制度を引き続き実施する。 

○ 県教委高校教育課、県校長協会及び各高等学校が実施する高大連携事業に積

極的に協力するとともに、大学コンソーシアムやプロジェクト４Ａの活用、

本学独自の企画により、高大連携事業の一層の推進を図り、関係各所に対す

るＰＲを的確に行う。 

○ 本学の認知度を更に高めるべく、県内高校６１校すべて及び県外高校１７０

校（昨年１４５校）の高校訪問を実施し、入学希望者の増加を図る。 

○ 高校訪問やホームページの活用等により、高校進学指導担当教員に対する本

学の施設や教育現場の見学、体験等を働きかける。また、推薦入学者等の在
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籍高校の進学指導担当教員との個別面談を引き続き実施していく。 

 

３）その他の学内措置 

○ 大学入試センター等主催の入試研究会等に積極的に参加し、大手予備校（受

験出版社）の分析状況を随時入手するなど、受験をめぐる各種データ及び他

大学の分析手法の収集を行い、当該データ等をもとに学生確保対策を検討す

る。 

○ 入試担当部署のありかた及び入試担当専門職に求めるもの等について検討す

るとともに、アドミッションチームに所属する事務職員を専門研修に派遣す

る。 

（多様な入学機会の確保） 

１）両学部において編入学試験を実施する。生物資源科学部においては大学説明会の

共催者である農学系大学連合と連携し、本学編入学制度のさらなるＰＲを行う。

また、県内の編入学希望者を効果的に取り込む仕組み作りに向けて協議を行って

いく。 

２）海外の大学等との大学間協定や部局間協定の締結を促進し、交換留学生（科目等

履修生等）の受入を行なうとともに、本学の学士課程への正規入学のための受け

入れ体制を整備する。 

 

［大学院課程］ 

１) 大学院教育の方針と実践及び成果について各種メディアを通じて広報し、周知を

図る。 

２) 大学院特待生制度のさらなるＰＲを行う。また、生物資源科学研究科においては

大学説明会の共催者である農学系大学連合と連携し、本学大学院への入学促進を図

る。 

３) 海外の大学等との大学間協定や部局間協定の締結を促進し、交換留学生（科目等

履修生等）の受入を行なうとともに、本学の学士課程への正規入学のための受け入

れ体制を整備する。 

４) 社会人大学院学生の就学を助けるため、引き続き集中講義の実施などの配慮や個

別の相談に応じるなどにより、柔軟な教育指導を行なう。また、長期履修制度の

導入について検討する。さらに、団塊世代の学び直しについて、特に農・工分野

での活動を検討する。 

 

 

 

（２）教育方法・実施体制・学生支援に関する具体的方策 
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 ①教育方法・実施体制 

［学士課程］ 

１）科目編成方針 

ア）各科目の目的と位置づけを明確にするため、各学部各学科において科目編成に

係る検討を継続する。 

○ 科目編成は、教養基礎教育科目(教養教育科目、外国語科目、保健体育科目、

情報科学科目)、専門基礎科目(数学、物理、化学、生物等の専門の基礎とな

る講義及び実験)、専門科目(それぞれの専攻分野に特有の講義及び実験・実

習・演習)、その他に分類し、教育効果を検証する。 

○ 各科目の目的と位置づけを明確にするため、授業概要（シラバス）の記載内

容を精査するとともに、各科目の内容に合った成績評価基準についてもシラ

バスへの記載を行なう。 

○ 各科目は原則として半年単位で実施するが、必要に応じて通年講義を設定す

る他、関連分野が一貫して学べるよう関連科目を連続セメスターに配置する。 

○ 引き続き教育職員免許状の取得に必要な科目を開設する。また、放送大学及

び単位互換制度を積極的に活用する。 

○ 学生間の学力格差に対処するため、英語、理科（物理、生物、化学）、数学の

基礎講座（補習講座）を引き続き開講する。また推薦合格者等を対象に、入

学前添削指導やスクーリングも引き続き実施する。 

イ）各学部において決定した科目編成の責任者を通じ、その科目の中で習得する学

習内容を明確にし、次年度のシラバスに反映させる。 

○ 教養基礎教育科目は幅広くバランスの取れた科目構成とし、的確な倫理観・

職業観の涵養に資するよう配慮する。 

○ 専門科目の内容は最新の社会動向に合わせ、また、外部講師の 積極的な活

用も考慮し、最新の技術や研究内容を学ぶ機会を提供する。 

○ 教育効果を把握し、カリキュラムを柔軟に見直す。科目の改訂などは、入学

年度の異なる学生間で格差、不利益を生じないように編成する。 

   ウ）アグリビジネス学科では、プロジェクト実習等によって、生物生産の専門知識

と技術、環境に配慮した地域資源管理システムや農業経営システム、農業・農村

のビジネス、振興策について実践的に学習させる。 

また、プロジェクト教育の場となるフィ－ルド教育研究センターの施設・設備に

ついては、平成２１年度は小型タイヤローダー、中型ホイールトラクタ等を整備

し、計画的に実施する。 

エ）キャリア形成教育の一環として、教育プログラムに１年生前期の必修科目の中

で、初年時教育のための授業を教員と就職支援チーム職員とが協力し引き続き

実施する。 
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オ）少人数教育の利点を最大限活用し、より実践的な教育を充実させる。 

 ○ 講義科目で習得した基本的知識を基礎に、実験、演習、実習科目において少

人数指導、実践指導を行ない、応用する能力の向上を図る。 

○ ディスカッション能力、コミュニケーション能力の育成・向上に資する科目

を編成する。 

○ 卒業研究を通じて、実際の問題に取り組むことを体験させ、専門知識と技術

を融合する力を身につけさせ、教員とのディスカッションを通じてコミュニ

ケーション能力を向上させる。 

○ インターンシップ受入企業の新規開拓を引き続き行うとともに、インターン

シップ制度の重要性を広く学生に意識付けをし、参加学生の一層の増加を図

る。 

○ 学生自主研究を通じて、問題発見、解決能力を早期に習得するための知識や

技術を教育する。 

○ 学内、学外の研究交流会等に学生の積極的な参加を促す。 

カ）科目充実のためのその他の施策 

○ 現在行っている遠隔講義について引き続き検証するとともに、そのあり方及

び体制整備について方針を検討する。 

○ 放送大学との単位互換やコンソーシアムあきたが県内他大学と実施している

単位互換制度を学生に周知し、積極的な活用を呼びかける。 

○ 履修制限は最小限なものに留める。 

○ 特徴のある教育体系を構築するための組織活動の充実を図る。 

 

 

２）学士課程教育における履修体制の整備拡充 

○ 学生の履修登録に向けてオリエンテーションを実施し、自ら履修計画を立て

られるようにする。特に初年次教育における履修指導を充実させる。 

○ シラバスの内容を充実し、学生が活用しやすいものになるよう引き続き見直

しを進める。 

○ 学期中は毎週一回、専任教員（教授、准教授）全員がオフィスアワーを引き

続き実施するとともに、専用の時間枠の設置についても検討を継続する。 

○ 一般教養や手薄な分野に関する書籍については、教員、学生の要望を取り入

れて整備する。 

３）教育内容の持続的改善のための方策 

○ ＦＤ専門部会において、科目の内容及び実施状況が適切であるか検証し、改

善に反映させる。 

○ 学生に対して授業アンケートを実施し、その結果を授業の改善に反映させる
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ため、分析手法の改善、学生へのフィードバックのあり方等について検討す

る。 

○ 教員の教育技術・学生指導技術の向上を図ることを目的とした 講習会等を

開催するとともに、推進主体としてのＦＤ専門部会に、学部・研究科単位の

分会を設置し、それぞれの課題に応じて主体性のある教育改善の取り組みを

行なう。 

○ 教育効果の判定を効率的に実施する方法を引き続き検討する。 

○ 各種ハラスメントを防止するため、教員に対して研修を実施する。 

４）教育成果の保証に関する施策 

○ 平成２２年度の科目編成の変更に合わせ、科目に応じて、その目的と成績評

価基準あるいは単位認定基準をシラバスに明示し、公表を引き続き行う。ま

た、成績評価のあり方について検討する。 

○ 専門基礎科目及び語学については、成績評価結果を点検する体制のあり方を

教務・学生委員会及び総合科学教育センター協議会で検討する。 

○ 上記以外の教養科目と専門科目については、その科目の目的にあった成績評

価が行われているかについて総合科学教育センター協議会及び各学科におい

て検討する。 

○ 学士課程教育の仕上げとして、卒業研究における論文作成や発表会を通じ、

教育成果を審査する。 

５）教育資源の有効活用のための施策 

○ 平成２２年度の科目編成に合わせ、全学が協力して柔軟かつ効率的な教育を

推進できるよう、教務・学生委員会で検討するとともに教育関連機器を計画

的に整備する。 

○ 複数の教員が共同して実施する科目については、専門、適性を考えて、科目

ごとに責任者を決め、実施チームを編成して授業を行う。 

［大学院課程］ 

１）高度の専門知識とその応用活用能力及び学ぶ力を習得させるための施策 

○ 大学院担当には、高度専門職業人(前期課程)及び高度技術研究者(後期課程)

の教育にふさわしい研究業績又は実務経験を有する人材を充てるため、資格

審査ルールや審査手続きを明確にする。 

○ これまで積極的に導入してきた討論型・対話型の科目、演習形式の科目の内

容をさらに充実させる。 

○ 学生の研究に際して、学内の施設・設備を有効活用できるように、相互利用

できる体制を維持していく。 

○ 学会への参加の他、論文公表など、学外への成果発表を積極的に行わせる。

そのため、大学院学生の学会への参加旅費などの経費について引き続き支援
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する。 

○ 図書・情報センターの専門学術雑誌の整備を継続していく。 

○ 大学院学生の学会への参加旅費などの経費について引き続き支援する。 

○ 各部局間の成果発表会により、交流を図る。また、新たにＲＡ制度を導入し、

研究を支援することにより幅広い知識を習得させ、応用力を育成する。 

  ２）各研究科の内容及び定員等の見直し 

 大学院各研究科における専攻の内容及び定員等について、社会的ニーズ等に対

応するよう、見直しを行なう。特に、生物資源科学研究科においては、平成 23 年

度専攻組織改編に向け、平成 22 年度中の認可申請のための検討を進める。 

② 学生支援 

１）学業支援体制 

○ 担当教職員の間で学生の学業について必要な助言や指導を行う体制を引き続

き活用する。 

○ 全教員が毎週１回、オフィスアワー専用時間帯を引き続き設定する。 

２）専門職員 

○ 秋田・本荘両キャンパスのスクールカウンセラーが、お互いに連携を取りな

がら、教職員との情報交換会等の開催や、学生生活サポート指針や学生サポ

ートヒント集を活用するなど、教職員と一体となり相談しやすい体制をとる。 

３）学部学生支援 

ア）生活支援 

○ 学生生活支援を図るため、アルバイト情報の提供やアパート等の情報提供を継

続するほか、学生寮に関する情報提供も行う。また学生寮の利用が困難な本

荘キャンパスについては、学生寮の代替的な支援措置について検討する。 

○ 財団法人日本学生支援機構や公共団体等が運営実施している奨学金支給制度

の周知を図る。また、授業料減免制度や、平成 20 年度から始めた限定的な制

度である教育ローン利子補給金制度の周知を図るとともに、経済不況に対応

した新たな緊急支援制度について検討する。 

イ）健康支援 

○ 定期健康診断と放射線を扱う学生を対象にした健康診断を実施する。また、

学生の受診の利便性を一層高めるための健診日程等について検討する。 

○ 定期健康診断の結果、食生活・生活習慣の改善を要すると思われる学生に対

しては、個別に健康教育を行う。また、食生活・生活習慣に関する注意事項

を周知する。また、本荘キャンパスでは引き続き調理講習会や試食会などを

実施し、食生活・生活習慣の改善に努める。   

○ 緊急時や疾病の発生防止について、学校医や地元医療機関と連携し、平成２

０年度に整備した緊急対応マニュアル等も活用して迅速な対応や疾病予防の
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体制をとる。 

ウ）精神面の支援 

○ 支援が必要な学生に対してはスクールカウンセラーを中心に、教職員、さら

には学校医や地域医療機関の専門医師と連携し、学生自らが解決できるよう

支援していく。 

○ 学生に学内のハラスメント相談組織体制について、新入生オリエンテーショ

ンやハラスメント講習会を通じて周知し、学生が常時相談し易い体制とする。 

エ）地域活動の支援 

○ 学生と地域との連携事業として、エコフェスティバルや献血事業、カヌー教

室、夕日の松原クリーンアップ等の事業に積極的に参加しながら、地域活動を

支援する。 

○ 学生と地域とが交流できる事業について積極的に情報収集し、学生に周知す

るとともに、参加を促していく。 

 

４）大学院学生の支援 

学部学生の支援策に加えて、以下の支援策を充実する。 

○ 大学内で教育補助員(TA)制度、新たに設ける研究補助員（RA）制度により支

援する。 

○ 平成２０年度に改正した「特待生制度」の周知を図り、学習意欲の喚起を促

す。 

５）平成１８年度に創設した「生涯学生制度」を卒業生等に周知し、登録者数を倍増

させる。 

 

 

（３）教育の成果に関する具体的方策 

 ① 育成される人材 

［学士課程］ 

  １）問題発見・解決能力 

○ 平成２２年度の科目編成の変更に際して、学生が幅広く科目履修できるよう、

教養基礎教育科目、専門基礎科目及び専門科目を適切に配置する。システム

科学技術学部では、特に「システム思考」の涵養に引き続き努め、創造的な

能力を身につけさせるとともに、「システム思考」の中核を担う科目の内容の

充実について各学科で検討する。また、生物資源科学部では、食料、エネル

ギー、環境、農業・農村地域の振興という課題について、総合的な視点に基

づいて問題を解決できる能力を養う科目の充実を図る。 

○ 開学以来本学が積極的に取り組んできた 1、2年次の学生を対象とした学生自
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主研究制度を継続し、学生の知的好奇心を喚起する。特に、システム科学技

術学部では、創造工房において学生自主研究を支援する体制づくりに着手す

る。 

○  インターンシップ受入先企業に対し、インターンシップの目的である知識、技

術、仕事への理解及び人との付き合い方を習得できるような実習の実施を引き

続き依頼するとともに、インターンシップの重要性を説明し協力関係の維持を

図る。  
○ インターンシップを希望する学生に対し、インターンシップガイダンスを引き

続き実施する。また、インターンシップに参加する学生に対しては、インター

ンシップに対する心構え、意識づけやビジネスマナー教育等を事前研修で徹底

するとともに、インターンシップ終了後の事後報告会の充実を図る。 
○  卒業研究の取り組みに際し、論文の作成や専門分野での教育を通じ、より幅広

い問題解決能力を養う。 
 

２）コミュニケーション能力 

○ 少人数教育の利点を活かし、教員と学生並びに学生同士が討論することにより、

論点を整理し自己表現する能力を養うことを引き続き行う。 

○ キャリア開発講座を実施し、キャリアデザインを行う過程で、自己分析の方法、

表現力、コミュニケーション能力を身につけさせる講座を引き続き行う。 

○ 学生が教員との進路相談を通じて、自分の考えを整理し相手に伝え、相手の意

見を理解する能力を深めることを引き続き行う。 

 

３）教育の成果の評価 

卒業研究における論文の作成、学科内発表会及び質疑応答を審査し、創造的能力

を評価する。 

 

［博士前期課程］ 

１）高度専門職業人の育成 

学会等での発表を目指して研究テーマに取り組むことで、深い専門知識と技術を

統合し応用する能力を養う。 

２）教育の成果の評価 

博士前期課程在籍中に大学院生に対して学会等での発表を奨励し、修士論文等の

発表会を通じて評価する。 

 

 

［博士後期課程］ 
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１）高度技術研究者の育成 

査読付き専門誌へ研究内容を公表することを前提として研究を進めることによ

り、課題に見合った解析手法を構築し、新たな研究課題を見いだす力を養う。 

２）教育の成果の評価 

査読付き専門誌へ発表することを論文の提出要件とし、博士論文の評価を行なう。 

 

②育成した人材の行方 

１）学部・学科就職委員会を定期的に開催し、進路指導担当教員と就職支援チーム職員

との連携の強化を引き続き図る。 
○  学生の就職希望の業界を把握しながら、中期目標に挙げられた分野を中心とした

企業を３００社訪問し、就職先の開拓を引き続き行っていく。 

○  秋田県内企業に対し、求人の早期化を機会あるごとに依頼するとともに、県内企

業との面談会を実施する。また、企業訪問等において本学が送り出せる人材につ

いての情報発信を引き続き積極的に行っていく。 

 ○  学生が希望する業界から講師を招聘するなど、学生の特性に配慮した就職ガイ

ダンスを引き続き実施する。 
○  進路への意識を高めるため、両キャンパスにおいて１年生を対象としたキャリ

ア開発ガイダンスを引き続き実施する。 
○  担当教員との連携により情報を共有し、学生の希望に沿ったきめ細かな指導を

引き続き行っていく。 

○  両キャンパスのキャリア・カウンセラーが、定期的に情報交換を行うなど連携

を取りながら、学生に対する進路指導の充実を引き続き図る。 
２）進路指導を充実させるため、学部・学科就職委員会を定期的に開催し、進路指導

担当教員に対し学生の進路状況を説明する。 

３）卒業生に対する所属事業所の満足度や、目標とする人材の育成成果を検証するた

め、企業訪問等の機会を利用し卒業生が就職した事業所からの情報収集を引き続

き行うとともに、訪問した事業所から収集した満足度、貢献度や要望などの情報

をデータベース化し進路指導に活かす。 
４）卒業直前の学生に対し行っている進路支援全般に関するアンケート調査を、平成

２２年３月卒業の学生に対しても実施し、今後のキャリア開発に活かす。 

５）卒業生が所属している事業所を訪問し、卒業生から仕事内容や処遇など職場状況

の情報を引き続き積極的に収集し、今後の進路指導に活かす。 

 

 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 
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（１）研究方針に関する具体的方策 

 個々の教員の専門知識及び能力を最大限に活かせる研究体制・評価システムを構築した

上で、以下の措置を講じる。 

１）地域との交流の促進 

○ 「木質土木構造物研究会」や「秋田菜の花ネットワーク」など地域の研究会

活動を支援する。 

○ 秋田県や県内自治体、ＮＰＯ並びに産業界と連携し、八郎湖の水質改善など

の地域固有の課題や医工連携などの県内産業振興に資する課題について、研

究を推進する。 

  ２）教育活動に反映可能な研究 

○ 研究テーマの選定にあたっては、教育との関わりを念頭に置き、高度専門職

業人の育成につながる研究を推進する。 

○ 研究実施にあたっては、学生の意欲的な参画により、能力向上や将来の仕事

への取組み方を修得させるように努める。 

３）知的財産の創造と活用 

○ 地域連携・研究推進センターは、秋田県知的所有権センターと連携しながら、

教員の知的財産獲得意欲の啓発に努める。教員からの発明届数は、２０件を

目標とする。また、あきた企業活性化センター等関係機関とも連携し、知的

財産の実施料獲得に努める。 

４）研究資源の有効活用 

○ 大学の特色を生かした研究テーマの策定を進めるため、学内公募型の工農融

合プロジェクト研究を３件程度、公設試連携研究を４件程度実施する。 

○ 外部資金による研究費を確保するため、科学研究補助金をはじめとするとす

る国の各省庁や独立行政法人の公募課題への応募を奨励するほか、自治体や

国内外の大学、各種研究機関や産業界との連携を深めて研究開発を活発化す

る。 

  ５）国際交流の推進 

○ 国際的な学会に積極的に参加し研究発表するとともに、共同研究を奨励する。 

○ 大学間・部局間協定締結校の質量ともに向上を図り、国際的な研究の発展を

図る。 

 ６）研究上の倫理性、安全性の確保 

○ 研究活動に係る倫理性を確保するため、研究倫理委員会で「人を対象とする

研究実施計画」を審査する。 

○ 現在実施している安全パトロール等を充実する。 

 

（２）研究体制に関する具体的方策 
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１）研究活動は、学士課程教育及び大学院課程教育と密接不可分に関連しており、教

育内容と研究内容との整合性に留意しつつ、次の措置を講じる。 

○ 各部局及び大学院各研究科では、大講座制や流動的研究グループのメリット

を生かした研究推進体制により、教育研究活動の活性化に努める。 

○ 若手教員の教育研究能力及び資質向上のため、任期付在職者を対象としたサ

バティカル制度や国内外教育研究機関への留学等の研修制度の導入について、

具体的な検討を開始する。 

○ 本学と連携協力協定を結んだ金融機関や市町村、そしてあきた企業活性化セ

ンターとも連携しながら地域連携・研究推進センターのコーディネート機能

を強化する。 

２）研究予算について以下の事項に留意して配分のためのルール作りを行う。 

○ 教員研究費については、部局長がこれまでの研究実績等を勘案して配分し、

産学連携事業等の学内競争的資金については、公平な評価基準により審査会

で研究計画を評価し、研究費の配分を行う。 

○ 大学で採用する流動研究員のほか、学内の競争的資金や外部資金で、任期付

き研究員等の採用に努め、研究支援体制を強化する。 

３）外部資金については、科学研究費補助金をはじめとした各省庁の各種補助金、民

間企業からの奨学寄附金等の確保に努める。 

  ４）競争的研究資金への応募者に対してもインセンティブを与えるような評価を引き

続き行う。 

５）研究推進センターを窓口として、公設試験研究機関や企業、市町村等との連携を

深め、研究成果の技術移転促進に努める。 

 

      

（３）研究成果と評価に関する具体的方策 

１）次の事項について特に積極的な発信を行い、大学の知名度向上に結びつけるとと

もに、地域産業の活性化及び優秀な人材の確保に寄与するよう努める。 

○ 教員個人の研究活動について、冊子やホームページ、研究成果発表会等を通

じて公表する。 

○ 学術賞等の獲得については随時ホームページで公表し、社会への発信に努め

る。 

○ 地域連携・研究推進センターに知財のコーディネーターと事務員を配し、知

的財産の管理・取扱いを行うとともに、その活動を強化する。 

２）各研究テーマについて研究計画を作成し、その達成度に基づく適正な研究評価を

行い、学内外での研究交流、共同研究を進める。 

３）研究の評価基準は、先端性、独創性、社会貢献性の他、教育への活用に留意した
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ものとする。 

 

 

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

（１）産業振興と知的財産に関する具体的方策 

○ 木材高度加工研究所をはじめ各部局では、独自性や特徴を活かしながら県内

の関係機関と連携し、地域や企業からの技術相談や、受託試験等を通した技

術支援を行うとともに、共同研究や受託研究、共同開発を推進する。 

○ 地域連携・研究推進センターで、知的財産を一元的に管理し、法人が保有す

るライセンスの実施許諾に努める。 

○ 地域連携・研究推進センターを中心に、あきた企業活性化センター等の関係

機関とも連携しながら、産学官コーディネート機能を一層充実することによ

り、大学のシーズと地域や企業のニーズとの多様な出会いを作り出し、共同

研究や新規事業の創出に努める。 

○ 「知の種苗交換会」事業を発展させた「産学官連携フォーラム」、について、

関係機関と見直しをする。 

○ 県内企業等からの申し出をさらに促進するため、大学も経費を負担する産学

共同研究事業を継続実施する。また、コーディネート活動の充実により共同

研究の受け入れ件数は、２０テーマ以上を目標とする。 

○ 産業振興の支援にあたっては、あきた企業活性化センター等関係諸機関との

連絡、協力関係を保ち、それをより緊密にするように努める。 

（２）教育機関に関する具体的方策 

 ① 高等教育機関との連携 

○ 県内の国公私立大学等との間の遠隔授業について検討するとともに単位互換制度

の利用を呼びかけ、より一層の周知を図る。 

○ 他大学等との情報交換や大学コンソーシアムによる連携講座等の共同事業を推進

する。 

 

② 教育現場との連携 

○ 県教育委員会高校教育課、県校長協会及び各高等学校が実施する高大連携事業に

積極的に協力するとともに、大学コンソーシアムやプロジェクト４Ａの活用、本

学独自の企画により、高大連携事業の一層の推進を図り、関係各所に対するＰＲ

を的確に行う。 

○ 高校生や中学生の大学見学を積極的に実施し、研究室の公開等を通じて学習意欲

の向上や進路の選択を引き続き支援するとともに、先端設備を使用する実験・演

習体験も実施する。 
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（３）地域社会に関する具体的方策 

○ 地域連携・研究推進センターが窓口となり、地域住民の技術相談並びに“ものづ

くり”や“安全・安心な生活を送ること”に必要な知識の獲得・活用を支援する。 

○ 各キャンパス図書・情報センターの利用方法をホームページや県立図書館を利用

して周知するとともに、地域住民への一層の開放を行ない、利用の便宜を図る。 

○ 地域からの求めに応じて、地域の問題解決の取り組みに積極的に参加する。また、

連携協定を締結した市町村の施策への協力や共同研究等も積極的に行う。 

○ 自治体などが主催する各種委員会等への参加、企業などによる研修への講師派遣

等を通じ、地域の振興に積極的に参画する。 

○ 公開講座は、従来の開催頻度を維持し、秋田市及び県北地区、県南地区で開催し

受講対象者の拡大を図るとともに、より地域に密着したテーマを題材とするなど

公開講座の充実に努める。また、科学誌 

を発行し、地域の中高生の理科教育に貢献する。 

○ 県内で受講の機会の少ない著名人を講師に招いて、高等学校等関係機関と積極的

に連携しながら、公開講演会やシンポジウムを開催する。また、大学コンソーシ

アム及び生涯学習センターの事業や連携大学との連携事業にも積極的に参画する。 

○ 科目等履修生・聴講生の受け入れを促進するとともに、学部及び大学院での社会

人再教育を積極的に推進する。 

○ コーディネート機能を発揮して各部局それぞれの専門分野での地域の研究ニー

ズ・シーズの把握・発掘に努める。 

○ 連携協力協定締結企業や地域のニーズに沿った研究・共同事業及び地域のシーズ

を生かす研究・共同事業に積極的に取り組むとともに、得られた研究成果の地域

への還元を図る。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 運営手法に関する目標を達成するための措置 

○ 経営協議会において、様々な分野で活躍している学外委員を委嘱し、幅広く意見

を取り入れ、法人運営に反映する。 

○ 役員と部局長・学科長の責任と権限を明確化し、教育研究協議会等を通じて、迅

速かつ効率的な大学の運営を行う。 

○ 自己点検・評価の結果を勘案し、各部局の方向性や事務実行体制について検討を

行い、適切な人員配置及び予算配分の試行を行う。 

 

 

 

２ 評価結果の業務への迅速な反映に関する目標を達成するための措置 
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○ 役員会は、法人評価の結果を受けて、各部局へ改善目標を提示し、年度の中間に

おいて達成状況を確認する。 

○ 部局ごとの自己点検・評価結果を明示し、役員会やキャンパス懇談会等の各種会

議において具体的な改善目標を各部局に指示する。 

○ ホームページ等各種媒体を通じて、各部局の活動状況を積極的に公開し、地域住

民や企業、業界団体等との意見交換を行う場を設け、教育研究内容及び研究成果の

地域への普及を図る。 

 

３ 組織等の見直しに関する目標を達成するための措置 

○ 社会の要求に対応した大学のあり方について、経営協議会、教育研究協議会及び

役員会等で常時点検する。 

○ 本学の教育実態に応じた人事制度となるように、不都合が生じた場合には、即時

に見直し及び改善に努める。また、プロパー職員の研修を引き続き実施するなど

専門性の向上に努める。 

○ 弾力的勤務形態の適正な運用や更に兼職・兼業の制限緩和を進める。 

○ 能力を重視した公正な採用により、教職員の適正な雇用に努める。 

○ 文部科学省戦略的大学連携支援事業「プロジェクト４Ａ」の積極的な活用により

ＦＤ／ＳＤ活動を充実させる。 

○ 学生と教員の対話の場を通じて、教育組織の定期的な点検を実施する。 

 

４ 実績に基づく評価に関する目標を達成するための措置 

○ 教員評価を実施する。 

○ 上記教員評価を実施する課程等において、より良い制度とするために検証を行う

とともに、引き続き専門家による授業評価を実施する。 

○ 部局等の特徴が反映されるようなウエイト付けを行い、多様性のある評価システ

ムの確立を目指す。 

 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 自己財源の確保に関する目標を達成するための措置  

○ 引き続き、共同研究員の受入に係る諸経費を派遣元企業から負担してもらう研究

料の確保に努める。 

○ 知的財産の適正な管理とホームページや印刷媒体による積極的な公表、地域連

携・研究推進センターのコーディネート活動等により、技術移転を積極的に進め、

特許や技術指導等の収入確保に努める。 

○ 各種公募情報等を、組織として的確かつ迅速に把握・収集し、地域連携・研究推
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進センターのイントラネットやコーディネーターを介して学内への周知を図り、

外部資金の増加に努める。 

○ あらゆる機会を通じて本学の研究シーズを発信しながら、産学官民連携を推進し、

受託研究費や奨学寄附金等の外部資金の獲得に努める。 

○ 連携協力協定締結の金融機関やあきた企業活性化センター等とも連携しながら、

地域連携・研究推進センターのコーディネート機能を充実させ、産学官連携・地

域連携による共同研究・受託研究ニーズの掘起しを行う。 

 

２ 経費の節減に関する目標を達成するための措置 

○ 業務の外部委託、他大学との共同事務処理の可能性を調査する。 

○ 他大学の事務組織体制について調査を行い、本学の事務改善を進める。 

○ 省エネルギーに対する意識啓発の継続とその実践に努める。又“環境に優しい大

学”を目指し、全学組織として“県大エコ委員会（仮称）”を立ち上げ活動を始め

る。 

 

３ 資産活用に関する目標を達成するための措置 

○ 施設・設備の共同利用の推進や施設の運営方法の改善を図り、効率的な運用に努

める。 

○ 定期的な資産の点検及び評価を実施する。 

○ 講義室、講堂、屋外運動施設など需要の高い学内施設を中心に、開放し学会活動

や地域活動での有効活用に供する。 

 

 

Ⅳ 教育・研究及び組織運営に関する自己点検評価等に関する目標を達成するためにとる

べき措置 

１ 自己点検・評価システムに関する目標を達成するための措置 

○ 自己点検評価を行い、その評価結果を役員会に報告する。役員会は評価結果をも

とに各部局に改善等の指示を行う。 

 

２ 説明責任に関する目標を達成するための措置 

○ 県内主要駅に掲出した広告の更なる活用を図るとともにパンフレットやホームペ

ージの充実を図り、より迅速な情報の発信に努める。あわせて、学内向け情報誌

を作成し、学内はもとより県民や学生等への説明責任を果たす。 

○ 公開講座をはじめ、学部等において実施する研究成果発表会等の情報を積極的に

リアルタイムに発信するよう努める。 

○ 教育研究成果の活用状況について自己点検評価等を通じて点検を行う。 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

○ 安全意識の高揚を図るための各種事業を実施するとともに、キャンパス安全衛生

パトロールを強化する。 

○ 機器について現状を把握し中長期的な整備・更新計画を策定する。 

○ 各種施設、設備等についてキャンパス毎に、中長期的な整備・更新計画に基づき、

これらの現況及び予算等を勘案しながら順次実施する。 

 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

１ 予算 

                    （単位：千円） 

   区   分 金 額 

収入 

 運営費交付金 

 授業料等収入 

 受託研究等収入 

 その他収入 

 計 

 

３，９５５，９８４

 １，１４１，０９６

   ２３６，７６６

   １３３，２５４

 ５，４６７，１００

支出  

 教育研究経費 

 受託研究等経費 

 人件費 

 一般管理費 

  計 

 

 １，５０８，０６１

   ２３６，７６６

 ３，２２３，５６０

   ４９８，７１３

 ５，４６７，１００

 

 

 

 

［人件費の見積もり］ 

 期間中総額３，２２３，５６０千円を支出する。 

 ただし、上記の額は、役員報酬並びに教職員給料、諸手当並びに引継教員退職手当並び

に法定福利費に相当する費用である。 

 

２ 収支計画 

                    （単位：千円） 
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区    分 金 額 

費用の部 

 教育研究経費 

 受託研究等経費 

 人件費 

 一般管理費 

 減価償却費 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 授業料等収益 

 受託研究等収益 

 資産見返物品受贈額戻入 

資産見返運営費交付金等戻入 

資産見返寄附金戻入 

資産見返補助金等戻入 

雑益 

 純利益 

７，２２９，３０５

１，４１３，０６１

   ２３６，７６６

 ３，２２３，５６０

   ４９３，７１３

 １，８６２，２０５

７，２２９，３０５

３，９５５，９８４

１，０４１，０９６

  ２３６，７６６

１，７６１，１２１

   ７７，１０８

    ４，５５４

 １９．４２２

   １３３，２５４

         ０

 

３ 資金計画 

                       （単位：千円） 

     区    分 金  額 

資金支出 

  業務活動による支出 

  投資活動による支出 

  財務活動による支出 

  次年度への繰越金 

 資金収入 

  業務活動による収入 

   運営費交付金による収入 

   補助金等による収入 

   授業料等による収入 

   受託研究等による収入 

   その他収入 

  投資活動による収入 

  財務活動による収入 

  前年度からの繰越金 

５，５５４，６５６

５，３６７，１００

  １００，０００

０

８７，５５６

５，５５４，６５６

５，４６４，９４０

３，９５５，９８４

   ３８，０００

１，１４１，０９６

２３６，７６６

９３，０９４

０

     ２，１６０

８７，５５６
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Ⅶ 短期借入金の限度額 

  運営費交付金等の受入遅延等に対応するため、短期借入金の限度額を５億円（運営費

の月平均の１ヶ月相当額）とする。 

 

 

Ⅷ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

  なし 

 

 

Ⅸ 地方独立行政法人法施行細則（平成１６年秋田県規則第５号）で定める業務運営に関

する事項 

１ 施設及び設備に関する計画 

                           （単位：千円） 

整 備 内 容 等 予定額 財   源 

なし   

 金額については、見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を

勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加される

場合がある。 

 

２ 人事に関する計画 

  （１）人事計画の方針及び人員に関する指標 

   １）人員計画 

     大講座制への移行を活かした柔軟な教員配置を行い、教育効果の向上に努める

とともに、人員の抑制を図る。 

   ２）人事等に関する指標 

     教職員数 ３０４人以内 

  （２）人材の確保に関する計画 

     教職員の人材確保においては、広く周知を図るとともに、評価制度や年俸制に

より評価結果が適切に反映される報酬制度を確立し、任期制の導入により優秀な人材の確

保に努める。 


